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はじめに 

部活動は、学校教育の一環として学習指導要領に位置づけられ、スポーツ

や芸術文化等の活動に興味・関心のある同好の生徒による自主的、自発的な

参加により行われるものです。また、部活動は、生徒の自主性や協調性、社

会性を伸長し、自己肯定感や責任感、連帯感の涵養に資するなど教育的意義

が大きい活動です。

 本市においても、生涯にわたって主体的に運動やスポーツ、芸術文化等の

活動に親しむ態度を育成するため、部活動の充実を図り、これまで大きな教

育的成果を上げてきました。

 今回、スポーツ庁が平成３０年３月に公表した「運動部活動の在り方に関

する総合的なガイドライン」、文化庁が平成３０年１２月に公表した「文化

部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」に則り、福井県教育委員会

が「部活動の在り方に関する方針」を公表したことに伴い、部活動の休養日

や活動時間等を規定した、本市の「設置する学校に係る部活動の方針」を策

定します。

 令和元年８月

                       越前市教育委員会
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１ 適切な運営のための体制整備 

（１）部活動の方針の策定等 

   ア 校長は、市教育委員会の「設置する学校に係る部活動の方針」に則り、毎年

度「学校の部活動に係る活動方針」を策定する。（参考様式１参照） 

     部活動顧問は、年間の活動計画（活動日、休養日および参加予定大会日程等）

ならびに毎月の活動計画および活動実績（活動日時・場所、休養日および大会

参加日等）を作成し、校長に提出する。 

イ 校長は、上記アの活動方針および活動計画等を、生徒や保護者への文書配布

等により公表する。

（２）指導・運営に係る体制の構築 

   ア 校長は、生徒や教員の数、部活動指導員等の配置状況を踏まえ、指導内容の

充実、活動時における生徒の安全の確保、教員の長時間勤務の解消等の観点か

ら、円滑に部活動を実施できるよう、適正な数の部活動を設置する。 

     中学校においては、１つの部活動を複数体制で指導できるよう、教員数のお

おむね２分の１の部活動数になるよう見直しを行う。なお、見直しを行う際に

は、地域の意見や生徒のニーズを踏まえ、慎重に対応する。 

   イ 市教育委員会は、各学校の生徒や教員の数、部活動指導員等の配置状況や校

務分担の実態等を踏まえ、部活動指導員や地域スポーツ指導者を積極的に任用

し、学校に配置する。 

なお、部活動指導員や地域スポーツ指導者の任用・配置に当たっては、学校

教育について理解し、適切な指導を行うために、以下のことに関し、定期的に

研修を行う。 

・ 部活動の位置づけ、教育的意義 

・ 生徒の発達の段階に応じた科学的な指導 

・ 安全の確保や事故発生後の適切な対応 

・ 生徒の人格を傷つける言動や、体罰の禁止 

・ 服務の遵守（校長の監督を受けることや生徒・保護者等の信頼を損ねる

ような行為の禁止等） 

ウ 校長は、部活動顧問の決定に当たっては、校務全体の効率的・効果的な実施

に鑑み、教員の他の校務分掌や、部活動指導員の配置状況を勘案した上で行う

など、適切な校務分掌となるよう留意するとともに、学校全体としての適切な

指導、運営および管理に係る体制の構築を図る。 
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   エ 校長は、毎月の活動計画および活動実績の確認等により、各部活動の活動内

容を把握し、生徒が安全にスポーツ活動や文化活動等を行い、教員の負担が過

度とならないよう、持続可能な運営体制が整えられているか等について、適宜、

指導・是正を行う。 

   オ 校長は、部活動について共同管理体制を導入し、部活動顧問および部活動指

導員は、共同管理報告書（参考様式２参照）を活用して、複数の部活動の安全

管理を効率よく行う。 

カ 市教育委員会は、部活動顧問を対象とする部活動指導に係る知識および技能

の向上ならびに学校の管理職を対象とする部活動の適切な運営に係る実効性の

確保を図るための研修等の取組みを行う。 

２ 合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進のための取組み 

ア 校長および部活動顧問は、部活動の実施に当たっては、生徒の心身の健康管

理（スポーツ障害・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を含む）、

事故防止（活動場所における施設・設備の点検や活動における安全対策等）お

よび体罰・ハラスメントの根絶を徹底する。特に熱中症事故防止に必要な事項

を理解し、事故防止のために下記のような適切な措置を講じる。 

・ 気象庁や環境省が発表する情報等に十分留意し、気温・湿度などの環境条

件に配慮した活動を実施する。 

・ 状況によっては、活動の中止や延期、見直し等柔軟な対応を検討する。 

・ 活動前、活動中、終了後にこまめに水分や塩分を補給し、休憩をとるとと

もに、生徒への健康観察など健康管理を徹底する。 

・ 熱中症の疑いのある症状がみられた場合には、早期に水分や塩分の補給、

体温の冷却、病院への搬送等、適切な応急手当等を実施するなどの対応に努

める。 

イ 部活動顧問は、休養を適切に取ることが必要であること、また、その活動内

容に即しながら過度の練習がスポーツ障害・外傷等の様々なリスクを高めるこ

と等を正しく理解するとともに、生徒が生涯を通じてスポーツや芸術文化等に

親しむ基礎を培うことができるよう、生徒とコミュニケーションを十分に図り、

生徒がバーンアウトすることなく、技能や記録の向上等それぞれの目標を達成

できるよう、競技種目や分野の特性等を踏まえつつ、休養を適切に取り、短時

間で効果が得られる指導を行う。 
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ウ 部活動顧問は、中央競技団体や関係団体等が作成した部活動における指導手

引きを活用して、競技や分野の特性を踏まえた合理的でかつ効率的・効果的な

指導を行うよう努める。 

３ 適切な休養日等の設定 

   部活動における休養日および活動時間については、成長期にある生徒が、運動、

食事、休養および睡眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、以下を基

準とする。 

ア 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。 

  平日は少なくとも１日、土曜日および日曜日（以下「週末」という。）は少な

くとも１日以上を休養日とする。週末に大会参加等で活動した場合は、休養日

を他の土曜日・日曜日・祝日または振替休日に振り替える。

イ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いを行う。 

ウ １日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の

週末を含む）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・

効果的な活動を行う。 

エ 生徒の登下校時刻の適正化や過度の練習によるスポーツ障害の防止等の観点

と、教員の勤務時間の適正化の観点から、朝練習は原則として行わないこと。 

オ 活動場所が山、海、湖、川、専用施設など特殊な環境であることや、降雪等

の気象条件の影響で、屋外競技の活動場所が限られることにより、始業前に活

動することまたは１日の活動時間を増やすことが必要となる場合には、事前に

活動計画等により校長の承認を得ること。その際、その後に休養日を設けるな

ど、生徒のバランスのとれた生活に支障が生じないよう配慮すること。 

４ 生徒のニーズを踏まえた環境の整備 

（１）生徒のニーズを踏まえた部活動の設置 

ア 校長は、部活動が生徒の自主的、自発的な参加に基づくものであり、現在の

部活動が、性別や障害の有無を問わず、生徒の多様な潜在的なニーズに必ずし

も応えられていないことを踏まえ、競技力・技能等の向上や大会等での好成績

以外にも、友達と楽しめる、適度な頻度で行える等、生徒が参加しやすいよう

な多様なレベルや生徒の多様なニーズに応じた活動を行うことができる部活動

を設置するよう努める。 



5 

イ 市教育委員会は、少子化に伴い、単一の学校では特定の競技や分野の部活動

を設けることができない場合には、生徒の部活動参加の機会が損なわれること

がないよう、複数校の生徒が拠点校の部活動に参加する等、合同部活動等の取

組みを推進する。 

（２）地域との連携 

ア 市教育委員会および校長は、生徒のスポーツ環境・芸術文化等の活動に親し

む機会の充実の観点から、学校や地域の実態に応じて、地域のスポーツ団体や

各種団体等との連携、保護者の理解と協力、民間事業者の活用等による、学校

と地域が共に子どもを育てるという視点に立った、学校と地域が協働・融合し

た形での地域における持続可能なスポーツや芸術文化等の活動のための環境整

備を進める。 

イ 市教育委員会および校長は、学校と地域・保護者が共に子どもの健全な成長

のための教育、スポーツ環境、芸術文化等の活動に親しむ機会の充実を支援す

るパートナーという考え方の下で、こうした取組みを推進することについて、

保護者の理解と協力を促す。 

５ 学校単位で参加する大会等の見直し 

ア 市教育委員会および校長は、学校の部活動が参加する大会・試合やコンクー

ル・コンテスト等の全体像を把握し、週末等に開催される様々な大会・イベン

ト等に参加することが、生徒や部活動顧問の過度な負担とならないよう配慮す

る。



（参考様式１）学校の部活動に係る活動方針 　　　　　　年度　　　越前市○○○中学校

※活動時間、休養日を明記

評価と改善 ※活動方針には、これらの項目を含
めて記載すること。
なお、様式については、適宜変更可
とする。

設置部活動

外部指導者との連携

危機管理体制

指導力向上
体罰等の防止

生徒の実態 ねらい 学校や地域の実態

活動方針
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